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社会福祉法人等に対する 

放課後児童クラブ整備費・運営費補助制度について 
 

昨年９月議会の全員協議会で報告した「出雲市放課後児童クラブの今後の方向性」

の中で検討事項であった、保育所を運営する社会福祉法人等が設置する児童クラブに

対する補助制度を下記のとおり創設します。 

 

記 

１．制度創設の理由 

核家族世帯や共働き家族の増加等の社会的背景や、児童福祉法改正による対象年

齢拡大などから、市が設置した児童クラブの受入児童数は年々増加しており、受入

れ枠の拡大が急務となっています。 

一方で、運営を委託している各地域の運営委員会では、支援員の変則的な勤務時

間や資格要件などから、人材確保に苦慮しているのが実態です。 

こうした市が設置する児童クラブの複合的な課題を補完する事業として、保育所

を運営する社会福祉法人等による施設整備及び運営に対する補助制度を創設し、法

人の児童クラブ運営への参入を促進します。 

法人参入により、子どもや保護者への対応スキルなど保育所でのノウハウや保育

士等の有資格者を活かした効率的な運営などが期待されるとともに、受入れ枠の拡

大につながるものと考えています。 

 

２．補助対象者の要件 

・市内で保育所（認定こども園を含む）を運営している社会福祉法人又は学校法人 

・施設整備及び運営を予定している小学校区にある市設置の児童クラブに待機児童

がある又は生じる恐れがあること。 

・「出雲市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する条例」に規定する基準

を満たしていること。 

 

３．対象経費及び補助基準額 

⑴ 施設整備補助（出雲市放課後児童クラブ施設整備事業補助金交付要綱） 

【対象経費】 

・児童クラブの新設、既存施設の全部改築又は拡張整備に係る工事請負費及び

工事事務費 

◆新設の場合の補助額（H29 年度） 

補助基準額２５，６００千円（上限額）×６／８以内 

〔負担割合：国１／２・県１／８・市１／８・法人１／４〕 

※国・県補助金名称：子ども・子育て支援整備交付金 
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⑵ 運営費補助（出雲市放課後児童クラブ運営費補助金交付要綱） 

【対象経費】 

・児童数 10 人以上かつ年間 250 日以上の開設を対象 

・事業の実施に必要な経費（人件費、報償費、消耗品費、光熱水費、通信運搬

費、役務費、使用料） 

◆児童数 30 人の場合の補助額（試算） 

補助基準額（基本額４，１５６千円＋開設日数・時間に応じた加算額）と（実

支出額－収入額）を比較して少ない方の額 

〔負担割合：国１／３・県１／３・市１／３〕 

※国・県補助金名称：子ども・子育て支援交付金 

 

４．保護者負担金 

  市設置の児童クラブ保護者負担金額（7,000 円/月）を踏まえ、法人が設定し徴

収されます。  

 

５．施行期日  平成２９年７月１日 

 

 

【参考１】市設置の児童クラブの現状 

⑴ 箇所数：４４クラブ 

⑵ 運営方式：公設民営（各地区運営委員会へ運営委託） 

※運営委員会構成：自治協会、民生児童委員、学校関係、ＰＴＡなど 

⑶ 対象児童：出雲市に住所を有する保護者が就労等により昼間家庭にいない世帯

の小学校就学児童（平成２７年度の児童福祉法改正により全学年が対

象となる） 

⑷ 開設時間：（平日）小学校終業後～午後６時まで 

（学校休業日）午前８時～午後６時まで 

※平成２９年１０月から午後６時３０分まで延長可能とする 

⑸ 設備・職員配置基準 

設備：専用区画を設置し、その面積は児童１人あたり概ね 1.65 ㎡以上 

職員：児童数４０人ごとに支援員２人（１名は補助員でも可）以上配置 

※支援員：保育士、社会福祉士、教諭、２年以上児童クラブ業務に従事など

に該当する者であって、都道府県が行う研修を修了したもの 

⑹ 保護者負担金：市が保護者から直接徴収（月額）７，０００円 

※減免制度あり、１０月からの延長負担金：１００円／１０分 

※各クラブで「おやつ代・活動費」を別途徴収 

⑺ 入会児童数（各年度４月末現在） 

平成２７年度   平成２８年度   平成２９年度 

１，８２１人   １，９４０人   ２，０１２人 
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【参考２】平成２８年９月議会全員協議会報告内容 

 

 

出雲市放課後児童クラブの今後の方向性について 

 

出雲市における放課後児童クラブの現状と課題を踏まえ、今後の方向性について、

「出雲市子ども・子育て会議」で意見聴取を行いました。 

この意見を踏まえ、放課後児童クラブの今後の方針について、次のとおりとしたい

と考えていますので報告します。 

 

１．現状と課題 

放課後児童クラブは市内に44か所あり、平成28年4月現在の入会児童数は1,940

人です。その運営は各地域の運営委員会に委託して実施しています。 

近年の核家族世帯、共働き家庭の増加や国の法改正による対象学年拡大により、

今後も入会児童数の増加が見込まれ、受け入れ枠の拡充が必要となっています。 

また、現在午後 6時である終了時刻の延長は、保護者にとって切実な要望であり、

開所時間延長や長期休業期間の受け入れなど、保護者の利用意向をどこまで反映す

べきかが検討課題となっています。 

一方、職員については、現在の変則的な勤務時間や配慮すべき児童・保護者への

対応の増加、今後の支援員資格制度の導入などから、人員の確保が難しい状況とな

っており、受け入れ枠の拡充や時間延長に対応できないことも想定されます。 

さらに、現在、狭隘な施設等もあり、今後、放課後児童クラブの受入枠の拡充を

含め、事業を安定的かつ継続的に実施するためには、受け入れ施設の確保が急務と

なっています。 

 

２．市の方針 

 (1) 開所時間の延長について 

雇用の確保や現状を踏まえ、終了時刻は現行のとおり午後 6 時としますが、時

間延長を求める保護者ニーズへの対応として、各放課後児童クラブの実情に応じ

た延長制度の導入を検討します。 

 

 (2) 職員の職務に対する支援について 

配慮を必要とする子どもへの対応など、指導員等の職務を支援するため、臨床

心理士や社会福祉士等の専門職員による巡回相談体制の構築を検討します。 

  

 (3) 施設の確保について 

国の基準面積 1.65 ㎡以上を満たしていない施設の解消を基本に、学校の余裕教

室の活用、空き家等の借家、既存施設の増築改築、新築の順に、優先順位を設け

て、計画的に整備を進めていきます。 

 

 (4) 保育所を運営する社会福祉法人等による運営制度の創設について 

各地域の運営委員会が抱える複合的な課題を補完する事業として、保育所を運

営する社会福祉法人等による放課後児童クラブ運営制度の創設を検討します。 


